
1

１．LCAの手順とISO
２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市

ＬＣＡ 現状と課題

稲葉 敦
東京大学人工物工学研究センター
inaba@race.u-tokyo.ac.jp

産業技術総合研究所
ライフサイクルアセスメント研究センター
a-inaba@aist.go.jp



2

☆行政機関も積極的に参加

会場入り口のテーマ展示では、わが国としての取り組みを紹介。

経済産業省のLCA普及や、国土交通省・空港会社による国内主要空

港施設における取り組みの紹介、クールビズやウォームビズを展開する

環境省の関連団体が展示に参加。

☆子供たちの来場にも積極的に対応し、環境教育を促進

社会科見学として小中高生合わせて12,000人が来場。

平成１８年１２月１４日（木）～１６日（土）実施
☆「エコプロダクツとは？」
「エコプロダクツ」は環境に与える影響を低減することを目的に開発さ
れた製品やサービスである。多くの企業が環境経営の観点からエコプ
ロダクツと取組み、既に多くの製品やサービスが市場に登場している。
「エコプロダクツ展」はエコプロダクツを普及し、循環型経済社会へ
の転換をめざすことを目的とした展示会である。経済産業省の支援に
より、(社)産業環境管理協会と日本経済新聞社が主催して実施。

140,461名

502社

2005年

152,966名124,829名114,060名100,483名88,604名67,838名47,449名来場者数

572社453社416社370社350社305社288社出展者数

2006年2004年2003年2002年2001年2000年1999年

エコプロダクツ展

(社)産業環境管理協会

LCALCAのの歴史歴史

19691969年（昭和年（昭和4444年）：「飲料容器に関する環境影響評価」年）：「飲料容器に関する環境影響評価」 ((コカコーラ米国）コカコーラ米国）
リターナブルビンと使い捨てリターナブルビンと使い捨てPETPETボトルの比較ボトルの比較

19701970年代：年代： 「「LCALCA実施」実施」USEPAUSEPA REPAREPA：：Resource & Environmental Profile AnalysisResource & Environmental Profile Analysis
19791979年：年： 「「SETACSETAC（（Society of Environmental Toxicology & Chemistry)Society of Environmental Toxicology & Chemistry)」」 設立設立((米国米国))
19841984年：年： 「包装材料のエコバランス」報告書「包装材料のエコバランス」報告書 ((スイス連邦内務省環境局スイス連邦内務省環境局))

19851985年：年： 「液体容器政令「液体容器政令 EC 85/339EC 85/339」」 (EC(EC環境委員会環境委員会))
19891989年：年： 「「SETAC (SETAC (欧州欧州))」」 設立設立
19901990年：年： 「エコベース包装材料」「エコベース包装材料」 ((欧州プラスチック製造協会環境部欧州プラスチック製造協会環境部) ) 
19911991--22年：年： 「「LCALCA実施手法とマニュアル」実施手法とマニュアル」 （（SETACSETAC、ライデン大学）、（、ライデン大学）、（USEPA) USEPA) 

「プラスチック製品「プラスチック製品LCALCA」（プラ処理協）」（プラ処理協）

19931993年：年： 「「ISO/TC207/SC5ISO/TC207/SC5」」 発足発足
19941994年：年： 「第「第11回エコバランス国際会議」回エコバランス国際会議」 開催開催
19951995年：年： 「「LCALCA日本フォーラム発足」日本フォーラム発足」
19961996年：年： 「「International Journal of LCAInternational Journal of LCA」」 創刊創刊
19971997年：年： 「「ISO14040(LCAISO14040(LCAの原則及び枠組みの原則及び枠組み))」」 発行発行

19981998--20022002年：年： 「「LCALCA国家プロジェクト」国家プロジェクト」 ⅠⅠ期期
20012001年年-- 「「AISTAIST LCALCAセンター」センター」 発足発足
20032003年年-- 「「LCALCA国家プロジェクト」国家プロジェクト」 ⅡⅡ期期
20042004年：年： 「日本「日本LCALCA学会発足」学会発足」

1．LCAの手順とISO
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影響評価

ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ分析

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｱｾｽﾒﾝﾄの枠組み

JIS Q 14040

解釈

目的及び
調査範囲
の設定

直接の用途
-製品の開発及び改善
-戦略立案
-政策立案
-ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
-その他

図１ LCAの構成段階

1．LCAの手順とISO

ＩＳＯ１４０００シリーズとLCA

ＳＣ５

ＬＣＡ

１４０４０

LCAの原則・枠組み

１４０４１

インベントリ分析

１４０４２

影響評価

１４０４３

解釈

ＩＳＯ／ＴＣ２０７

ＳＣ１

環境管理
システム
（ＥＭＳ）

ＳＣ２

環境
監査
（ＥＡ）

ＳＣ３

環境
ラベル
（ＥＬ）

SC4

環境ﾊﾟﾌｫｰ
ﾏﾝｽ評価

(EPE)

ＳＣ６

用語・定義

１４０４９

インベントリ分析(事例)

１４０４８

データフォーマット

１４０４７

影響評価(事例)

１４０６２

ＤｆＥ（事例）

１４０６１

森林ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

１４０６３

環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

１４０６４

気候変動
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１４０４０

LCAの原則・枠組み

１４０４１

インベントリ分析

１４０４２

影響評価

１４０４３

解釈

１４０４０

LCAの原則・枠組み

（LCA実施では14044を参照す
ることが唯一の要求事項）

１４０４４

LCAの実施方法

（LCAの実施で要求される全て
の事項を含む）

ＬＣＡの国際規格の再編集：新規格（2006年７月発行）
－翻訳JIS発行の準備中－

1．LCAの手順とISO

フォアグランドデータ

（対象製品に直接関係するデータ）

素材

燃料

組立 使用 廃棄

電気
資源の採掘

バックグランドデータ
（対象製品に間接的に関係するデータ）

1．LCAの手順とISO
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分類化 特性化

イベントリー

kg/system

評価 正規化

CO2 a
CH4 b
N2O c
CFC-11 d
CFC-113 e

地球温暖化

合計

GWP point
1 1×a

23 23 ×b
296 296 ×c

4600 4600×d
6000 6000×e

合計

ODP point
1.0
0.9 0.9×e

オゾン層の破壊

1.0×d

特性化係数

カテゴリ
インデケータ

ライフサイクル影響評価

正規化

1．LCAの手順とISO

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

地球温暖化

オゾン層の破壊

酸性化

富栄養化光化学スモッグ

鉱物資源

化石燃料

代替フロン冷蔵庫特定フロン冷蔵庫
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CO2

HCFCs

SOx

NOx

・

・

地球温暖化

オゾン層の破壊

酸性化

富栄養化

光化学オキシダント
の生成

人間への毒性影響

統合化
指標

分類化
(Classification)

正規化
(Normalization)

重み付け
(Weighting)

特性化
(Characterization)

[ インベントリ分析結果 ] [ インパクトカテゴリ ] グルーピング
(Grouping)

影

響

評

価

ライフサイクル影響評価
必須要素 付加的要素

1．LCAの手順とISO

LCAの実施の困難さ

• 自分のところ以外も見る（ゆりかごから墓場）

→他の産業のデータがない

→全産業で推進する

• 多様な環境影響を総合的に判断

→欧州に負けない新たな手法が必要

LCA国家プロジェクトの推進

1．LCAの手順とISO
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経済産業省：ＬＣＡプロジェクトの経緯及び目的

〔経緯〕
○ 1990s   ISO 14000 の検討開始・ISO-LCAの検討
○ 1996 LCA日本フォーラムの設立（17工業会，35企業，100研究者）
○ 1997 LCA日本フォーラム政策提言：パブリックLCAデータベースの必要性

○第Ⅰ期プロジェクト 1998年～2002年
○第Ⅱ期プロジェクト 2003年～2005年

〔目的〕
○LCAの基盤整備

(誰でも使えるパブリックデータベースの構築)

○産業界全体での推進
(LCAは１社、１産業だけではできない）

○工業会一参加各社の共通の理解の醸成
(各社の自主的行動を期待)

(社)産業環境管理協会

1．LCAの手順とISO

第Ⅰ期 LCAプロジェクト実施体制

LCA日本フォーラム

M
E
T
I

N
E
D
O

(社)産業環境管理協会
LCA開発推進部

プロジェクト運営委員会

企画小委員会

産業界の協力

プロジェクト

参加工業会

22工業会

協力工業会

32工業会

インベントリー研究会

データベース研究会

インパクト評価研究会

ダメージ関数小委員会

国立研究所
独立行政法人 産業技術総合研究所

LCA研究センター

参加、指導、協力

LCA学協会の助言

補助 委託 データ

の提供

データ

の提供

(環境影響評価手法)
(社)産業環境管理協会

1．LCAの手順とISO
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採掘 素材 組立部品 使用
廃棄

リサイクル

電気事業連合会
原油、石炭LNG／電力

ガス協会
天然ガス、LPG／都市ガス

石油連盟
原油、電力／重油、ナフサ他

化学工業協会
ナフサ,酸素等／ﾍﾟﾚｯﾄ

ガソリン

電力

都市ガス

鉄鋼連盟
鉄鉱石、石炭、等／鉄鋼製品類

鉱業協会
精鉱、ｺｰｸｽ等／銅他

アルミニウム協会
ﾎﾞｰｷｻｲﾄ、重油、電力等／ｱﾙﾐ板他

耐火物協会
アルミナ等／焼成ﾚﾝｶﾞ他

電機工業会
鉄鋼、アルミ、樹脂、圧縮機、冷媒、電力、都市ガス重油等／冷蔵庫

電子情報技術産業協会
樹脂、プリント配線板、コンデンサ等／テレビ、パソコン

化学繊維協会
ﾃﾚﾌﾀﾙ酸、LPG／ﾀｲﾔｺｰﾄﾞ他

製紙連合会
チップ、古紙等／紙、板紙

板硝子協会
けい砂、ｿｰﾀﾞ灰等／板硝子

情報通信ネットワーク産業協会
樹脂、プリント配線板、コンデンサ等／携帯電話

ビジネス機械・情報システム産業協会
シャーシ（樹脂、鉄鋼）、IC、回路基盤等／複写機

ガス石油機器工業会
鉄鋼、ｱﾙﾐ、樹脂／給湯器他

自動車工業会
鉄鋼、ｱﾙﾐ、乗用車用ﾀｲﾔ、樹脂、自動車部品、鉛蓄電等

／1500CC乗用車
自動車部品工業会
鉄鋼、ｱﾙﾐ、亜鉛等
／ﾃﾞｨｽｸﾎｲｰﾙ他

建築業協会
鉄鋼、砂利、サッシ、板硝子等

／RC造事務所ビルセメント協会
石灰石、石膏等／ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ他

ゴム工業会
ﾅｲﾛﾝ等／乗用車ﾀｲﾔ他

産業機械工業会
鋳鉄、鉄鋼製品等

／ポンプ他

調査データ
一般廃棄物燃焼
焼却灰埋立
建設物の現場解体
建設廃棄物の破砕、選別
等

鉄くず等回収

電線総合技術ｾﾝﾀｰ
銅、樹脂等／機器電線

インベントリ
14排出物質

大気圏排出物 ：CO2,CH4,HFC,PFC,N2O,SF6, NOx,SOx, 煤塵
水圏排出物 ：BOD,COD,全リン,全窒素,懸濁物質

被害算定型影響
評価システム

石炭
非鉄精鉱
砂利砂
他

特性化係数リスト
保護対象被害量リスト
統合化リスト

エ
ネ
ル
ギ
ー
用
役

電池工業会
カーボンブラック、樹脂等

／リチウム電池他

塗料工業会
酸化チタン、樹脂等
／自動車用塗料他

チタン協会
ﾁﾀﾝ鉱石等／コイル

石灰石鉱業協会
－／石灰石

石油化学工業協会
ナフサ等/エチレン他

ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ協会
重油等/ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｸ

硝子繊維協会
カレット等／硝子繊維

産業ガス協会 空気 ／酸素、窒素他

硫酸協会
SO2ガス他／硫酸他

酸化ﾁﾀﾝ工業会
ｲﾙﾒﾅｲﾄ等／酸化ﾁﾀﾝ

ﾒﾀﾉｰﾙﾎﾙﾏﾘﾝ協会
天然ｶﾞｽ等/ﾒﾀﾉｰﾙ他

合成樹脂工業協会
ｷｼﾚﾝ等/ｱｸﾘﾙ樹脂他

ｸﾛﾛｶｰﾎﾞﾝ衛生協会
ﾒﾀﾉｰﾙ等/ｸﾛﾛﾎﾙﾑ他

調
査
デ
ー
タ

石鹸洗剤工業会
苛性ｿｰﾀﾞ等／脂肪酸石鹸他

鉄道総合技術研究所 ／貨物輸送

プラスチック処理促進協会
塩ビ工業・環境協会
発泡スチレン工業会

アンモニア協会
ナフサ等／尿素他

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ協会
粉体等/ｱﾙﾐﾅｾﾗﾐｯｸｽ

普通鋼電炉工業会

ステンレス協会

LCAプロジェクトのデータベースの概要 （提供：54工業会）

ソーダ工業会
工業塩等／塩素

・日本アクリロニトリル工業会

・合成ゴム工業会

・日本ABS樹脂工業会

・日本エマルジョン工業会

・エンプラ技術連合会

（ポリアミド、ポリカーボネート）

・石化協内、日本メタクリル工業会

印刷インキ工業会

フェノール等／インキ

ウレタン原料工業会
ナフサ等／MDI

(社)産業環境管理協会

被害算定型影響評価システムの概要と進捗状況

インベントリ 環境中濃度 インパクトカテゴリ カテゴリエンドポイント 保護対象 単一指標

単一指標

熱ストレス

マラリア

皮膚癌

癌(皮膚癌以外)

呼吸器系疾患

白内障

陸生生物

水生生物

植生

底生生物

水産資源

農作物

エネルギー資源

材料

地球温暖化

酸性化

有害化学物質

生態毒性

オゾン層破壊

富栄養化

光化学オキ
シダント

土地利用

被害評価運命分析 影響評価 単一指標化

CO2

NOx

SOx

Benzene

NMVOC

TCDD

Lead

Total N

Total P

Oil

廃棄物

Copper ore

Land

HCFCs

温室効果ガス
の濃度

毒物の水中濃度

毒物の土壌濃度

成層圏ODS濃度

毒物の大気中濃度

オキシダント濃度

溶存酸素の消費

酸性化寄与物質
の濃度と沈着量

資源消費

Cost or surplus energy

DALY or YOLL

一次生産量

生態系

生物多様性

Extinct or Affected 
Species

Dry weight

人間の生活基盤

廃棄物

暴露評価

デング熱 人間の健康

社会資産

都市域
大気汚染

特性化

被害評価

統合化
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インベントリ 環境影響評価

54工業会
約250品目

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
調
査

特性化係数表特性化係数表

保護対象係数表保護対象係数表

統合化係数表統合化係数表

考え方と手順の
説明

考え方と手順の
説明

工業会
オーソライズ

約300品目

文
献
情
報
検
索

LCAデータベース
日本LCAフォーラムが管理・公開

(社)産業環境管理協会

1．LCAの手順とISO

第Ⅱ期 LCAプロジェクトの実施体制 (2003～2005Fy）

経
済
産
業
省

LCA日本フォーラム

N
E
D
O

地域産業に係るLCA

製品・3RのLCA

LCIA・インパクトLCA

エコプロダクツ展

(独)産業技術総合研究所 LCA研究センター

(独)産業技術総合研究所 LCA研究センター
(社)産業環境管理協会

(独)産業技術総合研究所 LCA研究センター

NEDO
(社)産業環境管理協会

日本経済新聞社

岩手県（廃棄物処理）

千葉県（バイオマス有効活用）

三重県（社会基盤整備）

地方自治体

企業

参加機関

過去５回開催
昨年は11万人以上が来場

大学：早稲田大学，神戸大学
日本福祉大学、豊橋創造大学

企業：４社

研究機関：農業環境技術研究所

NEC
東急建設/ﾄｽﾃﾑ
サンデン

3R関連

各インベントリごとに
関連企業から収集

(社)産業環境

管理協会

1．LCAの手順とISO
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１．LCAの手順とISO
２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市

３種の環境ラベル

ﾀｲﾌﾟⅠ(ISO14024) ﾀｲﾌﾟⅡ(ISO14021) ﾀｲﾌﾟⅢ(ISO14025)

第３者認証 企業の環境自己主張 定量的な環境負荷（ＬＣＡ）ﾃﾞｰﾀ

2．エコリーフ
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エコリーフ公開例 (デジタルカメラ)
2．エコリーフ

(社)産業環境管理協会

エコリーフ環境ラベル登録公開件数　月度別推移

0

100

200

300

400

500

20
02
年
6月

20
02
年
12
月

20
03
年
6月

20
03
年
12
月

20
04
年
6月

20
04
年
12
月

20
05
年
6月

20
05
年
12
月

20
06
年
6月

20
06
年
12
月

20
07
年
6月

月度

登
録
公
開
件
数

エコリーフ環境ラベル登録公開状況エコリーフ環境ラベル登録公開状況

2．エコリーフ

(社)産業環境管理協会

421件

登録累計540件

2007/1/31



12

製品分類毎の公開数

その他12.8%   ,水道用メーターボック
ス1.2%   ,

ラージフォーマットプリ
ンター1.7%   ,

レンズ付きフイルム ,
1.7%

ノート型パーソナルコ
ンピュータ1.7%   ,

ネットワークカメラ ,
4.0%

紙製飲料容器2.9%   ,

インターホン2.6%   ,

デジタル印刷機 ,
2.4%

EPおよびＩＪプリンタ ,
18.1%

固定電話5.0%   , ファクシミリ5.5%   , デジタルカメラ5.9%   ,

飲料および食品用金
属缶

6.9%   ,

パソコン及びディスプ
レー7.8%   ,

データプロジェクタ ,
9.0%

乾式間接静電式複写
機10.9%   ,

製品分類毎の公開数

その他12.8%   ,水道用メーターボック
ス1.2%   ,

ラージフォーマットプリ
ンター1.7%   ,

レンズ付きフイルム ,
1.7%

ノート型パーソナルコ
ンピュータ1.7%   ,

ネットワークカメラ ,
4.0%

紙製飲料容器2.9%   ,

インターホン2.6%   ,

デジタル印刷機 ,
2.4%

EPおよびＩＪプリンタ ,
18.1%

固定電話5.0%   , ファクシミリ5.5%   , デジタルカメラ5.9%   ,

飲料および食品用金
属缶

6.9%   ,

パソコン及びディスプ
レー7.8%   ,

データプロジェクタ ,
9.0%

乾式間接静電式複写
機10.9%   ,

2007年1月末現在エコリーフ環境ラベル登録公開状況エコリーフ環境ラベル登録公開状況
2．エコリーフ

(社)産業環境管理協会

タイプⅢラベル-エコリーフでの影響評価

１kg-土壌廃棄物量

３PO4
3-NP富栄養化

３エチレンCOCP光化学オキシダントの生成

４CFC-11DDPオゾン層の破壊

４８SOxAP酸性化

４８CO2GWP地球温暖化

出力

７Fe（１／埋蔵量）鉱物資源

４8原油kg換算MJエネルギー消費

４8のPSC
の扱い*

入力

* 2006年10月末現在

(社)産業環境管理協会

2．エコリーフ
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１．LCAの手順とISO
２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市

企業における環境効率の使用状況（2006年）
日経BP社による2006年環境ブランド調査消費者イメージランキング上位20社における環境効率使用状況を示す。

多くの企業が環境効率を適用していることが見て取られる。

製品レベル企業レベル

×

×

×

×

×

×

◎

×

×

◎

×

×

×

×

×

×

×

◎

×

×

LCA
製品レベル

20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1

2006○×◎◎富士写真フィルム

2006△×◎△ライオン

2006△×△△サッポロビール

2006△×△×アサヒ飲料

2006○×◎△ソニー

2006△×△×キリンビバレッジ

2006×○×△松下電工

2006◎×◎○花王

2006△×◎×東京電力

2006◎◎◎◎東芝

2006△×△◎シャープ

2006△×△×アサヒビール

2006×××△日産自動車

2006◎×◎◎キヤノン

2006××××イオン

2006△×◎○サントリー

2006△×△△キリンビール

2006×◎×◎松下電器産業

2006××（◎）△ホンダ

2006○×◎△トヨタ自動車

製品レベル企業レベル
データ基準年

ファクター環境効率日経BP社
消費者ランキング

LCA：

◎エコリーフに掲載
○統合化有り
△LCAの記載有り

×記載なし

環境効率：
◎言葉あり・記載あり
（◎）言葉あり・記載なし
○言葉なし・記載あり
×言葉なし・記載なし
△逆数の記載有り（言葉なし）

ファクター：
◎言葉あり・記載あり
（◎）言葉あり・記載なし
○言葉なし・記載あり
×言葉なし・記載なし
△言葉なし・記載なし（経年

変化図あり）

3．環境効率とファクター
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LCAから環境効率へ

・ライフサイクルか自社だけか？
・どの排出物/資源を対象にするか？

資源であれば資源生産性
・どのように統合化するか？

環境効率=
環境負荷量

価値

・製品が提供する機能
・企業の活動を表現する方法は？
・国の活動を－－？

3.環境効率とファクター

ファクター：環境効率の比

・基準が環境容量であれば、
目標値が設定される

ファクター=
環境負荷量

価値

・価値が同一 ：環境負荷の削減
・環境負荷が同一：価値の向上

環境負荷量（基準）

価値（基準)

3.環境効率とファクター
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企業レベルの環境効率

・ライフサイクルか、自社内か？
・どの排出物・資源を対象にするか？

（資源であれば資源生産性）
・どのように統合化するか？

環境効率=
環境負荷量

価値

売上高、利益、？

リコー ：EPS
サントリー、花王 ：エコポイント
ライオン、東京電力：LIME

統合化の例

3.環境効率とファクター

統合化手法の例

• エコポイント（スイス）

• エコインディケータ95（オランダ）

• EPS（スウェーデン）

• ＬＩＭＥ（日本）

3.環境効率とファクター（環境影響の統合化の方法）
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インベントリ分析

カテゴリイン別評価
・地球温暖化
・酸性化
・--

被害評価
・健康への影響
・生態系への影響

エコポイント法(JEPIX)

エコインデケータ95
パネル法

EPS

正規化

統
合
化
指
標

LIME

LCAにおける環境影響の統合化手法

課題比較型手法
(ミッドポイントアプローチ）

被害算定型手法
（エンドポイントアプローチ）

3.環境効率とファクター（環境影響の統合化の方法）

LIME
インベントリ 環境中濃度 インパクトカテゴリ カテゴリエンドポイント 保護対象 単一指標

単一指標

熱ストレス

マラリア

皮膚癌

癌(皮膚癌以外)

呼吸器系疾患

白内障

陸生生物

水生生物

植生

底生生物

水産資源

農作物

エネルギー資源

材料

地球温暖化

酸性化

有害化学物質

生態毒性

オゾン層破壊

富栄養化

光化学オキ
シダント

土地利用

被害評価運命分析 影響評価 単一指標化

CO2

NOx

SOx

Benzene

NMVOC

TCDD

Lead

Total N

Total P

Oil

廃棄物

Copper ore

Land

HCFCs

温室効果ガス
の濃度

毒物の水中濃度

毒物の土壌濃度

成層圏ODS濃度

毒物の大気中濃度

オキシダント濃度

溶存酸素の消費

酸性化寄与物質
の濃度と沈着量

資源消費

Cost or surplus energy

DALY or YOLL

一次生産量

生態系

生物多様性

Extinct or Affected 
Species

Dry weight

人間の生活基盤

廃棄物

暴露評価

デング熱 人間の健康

社会資産

都市域
大気汚染

3.環境効率とファクター（環境影響の統合化の方法）
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製品の環境効率では
・分子（機能）の表現が課題

どの機能をとりあげて
どのように合算するか

3.環境効率とファクター

製品レベルの環境効率

・どの排出物/資源を対象にするか？

資源であれば資源生産性
・どのように統合化するか？

環境効率=
環境負荷量

価値

・何を機能として取り上げるか？
・多くの機能を統合化するか？

松下電機産業、松下電工、日立、富士通
：寿命、機能

3.環境効率とファクター
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家電5社、家電の環境効率の改善度合いを示す統一

ガイドライン (webBCN,2006年11月28日）

• 東芝、日立製作所、富士通、松下電器産業、三菱電機の5社は11月27日、電
気製品の環境効率の改善度合いを示す指標について、エアコン、冷蔵庫、ランプ、
照明器具で指標算出方法などを統一した「標準化ガイドライン」を制定したと発表
した。

• ガイドラインでは、標準化する製品の環境効率指標を「共通ファクター（仮称）」
という名称で統一し、別途定めるマークや簡単な数値などを用いて表示する。「共
通ファクター（仮称）」は、「製品の価値」を、その製品による「環境への影響」で
割った「環境効率」の評価製品と基準年度における同種の製品との比を示すもの
で、当面は2000年度を基準年とする。

• 「製品の価値」は、対象製品の主要機能や性能を考慮して適用製品ごとに決定。
たとえば、主要な機能の性能と標準使用期間の積として表す。「環境への影響」
については、当面は、「製品のライフサイクル全体で温室効果ガスの排出量」とし、
「素材・部品製造」「製品製造」「使用」「廃棄・リサイクル」といったライフサイクル
全体ごとの温室効果ガスの発生量などを合算する。

3.環境効率とファクター

１．新ISOの発行（２００６年７月）

２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市
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付加価値とLIMEによる産業・企業・製品の環境効率

環境影響（LIMEによる統合）（円）

付加価値（円）
環境効率＝

国
産業

企業

製品
営業余剰＋雇用者所得

環境影響（LIMEによる統合）
営業余剰＋雇用者所得

環境影響（LIMEによる統合）
営業利益＋人件費

環境影響（LIMEによる統合） 製品レベルの付加価値

環境影響（LIMEによる統合）

4.環境効率に関する研究 (1)付加価値とLIMEの環境効率
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CO2, NOx, SOx, SPM, PRTR対象物質の環境影響（LIMEによる統合）
（産業連関表の産業基本分類〔399分類〕を大分類〔32分類〕に統合）

産業レベルの環境負荷量
CO2,NOx,SOx,SPM （３EIDより参照可能な1995年度）および、
PRTR対象物質（2001年度）の環境影響（LIMEによる統合）を算出し、環境効率に適用した

4.環境効率に関する研究 (1)付加価値とLIMEの環境効率
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産業レベルの環境効率

産業レベルの環境効率
（産業連関表の産業基本分類〔399分類〕を大分類〔32分類〕に統合）
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4.環境効率に関する研究 (1)付加価値とLIMEの環境効率

XaEa+ XbEb+XcEc

XcEc

XbEb

XaEa

CO2排出量ベース

基準付加価値

XbEb部門B

Et合計

XcEc部門C

XaEa部門A

産業連関表ベース
環境効率

企業の

CO2排出量
部門

Ea Ea+Eb+EcEa+Eb

A

C

B

CO2排出量ベース環境効率=
XaEa+ XbEb+XcEc

Et

XaEa+ XbEb+XcEc

XaEa+ XbEb

XaEa

CO2排出量ベース環境効率

企業の環境効率

付加価値

CO2排出量

環境負荷量ベース環境効率の算出方法
【環境負荷量をCO2排出量とする場合】

4.環境効率に関する研究 (1)付加価値とLIMEの環境効率
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環境効率= 製品・サービスの価値
環境負荷

環境効率 = 消費者が享受するサービス
環境負荷

環境効率 = 製造者から供給されるサービス
環境負荷

消費者の受容性評価手法

例：ライフサイクル環境影響評価結果

利用者：政府、政策・意思決定者 など

4.環境効率に関する研究 (2)消費者の受容価値

製品価値（分子）の総合評価

⇒ 経済的価値に換算して評価

⇒ コンジョイント分析

環境負荷（分母）の総合評価

⇒ 新たに開発された環境影響評価

手法（LIME）で評価

ＬＩＭＥ ： 環境負荷物質が温暖化や
オゾン層破壊など環境問題に与える影
響を分析し、健康や社会資産，生態系
といった保護対象ごとに被害量を算定
し、重み付けなどを行ったうえで統合
化し，単一指標化する手法

コンジョイント分析：人は通常，「価格」
＋「性能」＋「デザイン・サイズ」等を総
合的に判断して，商品の購入をする。こ
れらの特性を分解し各々の相対的評価
により，回答者個人の特性に対する評
価の重み付けを把握，結果を数値化。

製品機能による価値 X（円）

LIMEによる環境負荷 Y（円）

環境効率 ＝

(社)産業環境管

理協会

4.環境効率に関する研究 (2)消費者の受容価値
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１．新ISOの発行（２００６年７月）

２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市

日本LCA学会
・2004年11月14日設立

会長：山本良一（東大教授） 副会長：原田幸明（物質材料機構） 安井至（国連大学）
顧問：茅陽一 石谷久

・2005年３月１日設立シンポジュウム 記念講演：小宮山宏（東大総長）
・2005年11月１日～２日 第１回研究発表会 つくば（独）産業技術総合研究所

発表：141件 参加者２９０人
・2006年11月14日～16日 第７回エコバランス国際会議共同主催

発表240件 参加者366人
・2007年3月7日～9日 第２回研究発表会 東大本郷

発表149件 参加者３２６人

2007年３月９日現在 正会員：３２０名 学生会員：９０名

学会誌（研究論文誌） 年４回発行
講演会 年４～５回（うち2回はLCA日本フォーラムと共催）

5.LCAの動向（日本LCA学会）
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アジアのLCAネットワーク
（AIST workshops on LCA for Asia Pacific Region）

1998: Current Status
2000: LCI, Data                      (2001) ISO/TC207/SC5 WS in KL
2002: LCIA                             (2001) Int.Conf.LCA in Mumbai
2004: Capacity Building         (2005) Int.Conf.LCA in Bangkok
2006: Global Supply Chain

Food Chain and Waste Chain

タイ、マレーシア
でデータベース
構築の
国家プロジェクト
実施

＋
産総研/NEDOﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
JETRO専門家派遣
AOTS技術者研修

5.LCAの動向（アジア諸国の活動）

東アジアサミット
バイオマスエネルギーの評価

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
 

2002年４月設立

・データベースの普及
・LCIA手法の開発
・LCM

Web-based
-information and knowledge 

management system

Stakeholders 
(Outreach)

-

(Maintenance)

UNEP/SETAC
&

Partners

International Life Cycle Panel (ILCP)

SecretariatExecutive Committee
(consisting of Haed and 
Work Area Focal Points)

Project Leaders

&

Fundraising

CommitteeReview
Committees

Working Group 1
LC Approaches 
Methodologies

Working Group 2
LC Approaches 
for Resources

Working Group 3
LC Approaches 
for Consumption
clusters

Working Group 4
LC Approaches 
for Development

Technical

Web-based
-information and knowledge 

management system

Stakeholders 
(Outreach)

-

(Maintenance)

Web-based
-information and knowledge 

management system

Stakeholders 
(Outreach)

-

(Maintenance)

UNEP/SETAC
&

Partners

International Life Cycle Panel (ILCP)

SecretariatExecutive Committee
(consisting of Haed and 
Work Area Focal Points)

Project Leaders

&

Fundraising

CommitteeReview
Committees

Working Group 1
LC Approaches 
Methodologies

Working Group 2
LC Approaches 
for Resources

Working Group 3
LC Approaches 
for Consumption
clusters

Working Group 4
LC Approaches 
for Development

Technical

2007年から第２期

・ビジネスへの展開
2007.3.12 WBCSD（ジュネーブ）でWS

・途上国のキャパシテイビルデング
中南米、アフリカ、アジアのWS

5.LCAの動向（UNEP/SETAC）
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2007.11.14 第７回エコバランス国際会議のJRCの発表資料

5.LCAの動向（European Network)

ＥＵ Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｐｏｌｉｃｙ
包括的環境製品政策

• ２００１年２月発行 ＥＵのＩＰＰに関するグリーンペーパー
• ２００３年６月 コミュニケとしてＥＵ委員会から発表
注）ＩＰＰ：グリーンな製品の市場開拓促進のための製品環境政策
１．３つの基本方針

（１）ライフサイクル思考、（２）利害関係者の参加、（３）多様な政策手段

２．ＩＰＰ戦略
（１）持続可能開発戦略と第６次環境行動計画の中に特定した環境問題への取組みに寄与
（２）広範なライフサイクル概念の枠組みを提供し、その枠組み内で現行の輸送政策、エネルギー

政策などの縦割り政策を補完
（３）複数の現在及び将来の製品関連政策手段の調整

（①持続的環境改善の包括条件の確立、②最も深刻な環境影響を与える製品に焦点）

３．持続的環境改善のための包括条件の確立
①適切な経済的・法的枠組みを策定する → 自主合意と標準化、公共調達法、税と補助金、法律
②ライフサイクル思考の適用を推進する → ライフサイクル情報と解釈手段の利用、ＥＭＡＳ、製品設計義務
③消費者に情報を提供し、決定させる → グリーンな公共/民間調達、ＥＰＤ、環境ラベル

４．特定の製品に焦点
①最も環境に被害を及ぼす製品を特定する。
②特定の製品に対するパイロットプロジェクトを開発する。

(社)産業環境管理協会

5.LCAの動向（EuP)
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ＥＵＰ指令の概要

• 対象製品：エネルギーを使用する最終製品

－ 電気電子機器だけではなく、石油等のエネルギーを使用

する製品も含む。

・枠組み指令

－ 本指令では規制内容は明示されず、規制の運営方式の

記述のみ。

・ニューアプローチ方式

－ 本指令の中でＥＵ規格を指定し、これらの規格を満たすことを求める。

・生産者の義務

－ 生産者は製品の上市にあたり、「実施措置」で決められた内容を満た

し、「ＣＥマーキング」を添付し、「適合宣言」を行う。

ＥｕＰ指令では、生産者は内部設計管理、環境管理システムの
いずれかの手順を選択し、且つ適合性評価を行って適合宣言
書を作成し、ＣＥマーキングをして上市しなければならない。

(社)産業環境管理協会

5.LCAの動向（EuP)

天然資源の持続可能な利用に関する国際パネル

設立提案の経緯

• EUは2002～2012年の第６次環境行動計画（6EAP)において、「大気汚染
(2005.9.21)」、 「海洋環境の保護・保全(2005.10.24)」、 「天然資源の持続可能な利用
(2005.12.21)」、「廃棄物発生抑制・リサイクル(2005.12.21)」、「都市環境
（2006.1.11)」、「農薬の持続可能な利用（2006. 7.12)」 、「土壌（2006.9.22)」 の合計７

つの分野別戦略を順次策定。

• 「天然資源の持続可能な利用に関する戦略」（COM(2005)670final)では、４つのイニ

シャティブとして、①資源利用とその環境影響に関する知的基盤向上のためのデータ
センター、②進捗の計測のための指標開発、③加盟国の高級フォーラム、とともに、④
天然資源の持続可能な利用に関する国際パネルを提案。

• なお、この「資源戦略」には６つの添付資料(Annex)があるが、その１「資源生産性のト

レンド」では、日本の循環基本計画の数値目標に言及している。その３「指標」では、資
源生産性(€/kg)を各資源固有の影響（impact/kg)で割ることによって、環境効率
（€/impact)を求める考え方を提示している。その６が国際パネルに関する文書で、設立

目的、タスク、構成・メンバー、スケジュール等の草案が記されている。

（独)国立環境研究所 循環型社会・廃棄物研究センター 森口 祐一氏 作成

5.LCAの動向（資源関係)
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○資源の分類
再生可能資源

食料vs食料以外、漁業・海洋資源、森林
非再生可能資源

金属・非金属鉱物、化石燃料
その他重要な資源

水資源・管理、土地資源

○Case study (Focus Area）の例
• Tropical timber supply in Brazil
• Fish stocks in the Mediterranean region
• Fossil fuels versus biofuels
• Installation cables versus copper mines
• Industrial mineral – Phosphate mining in Nauru
• Globalization of recycling
• Water scarcity and industrial water pollution in Egypt

UNEPのﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ

から抜粋

（独)国立環境研究所 循環型社会・廃棄物研究センター 森口 祐一氏 作成資料の図を稲葉が一部改編

5.LCAの動向（資源関係)

天然資源の持続可能な利用に関する国際パネル
UNEPの提案

• SCORE(2005-2008) is supported by the EU`s 6th Framework Programme
• The Network project SCORE! acts as one of the EU`s central support 

structures for the UN`s 10 Year Framework of Programs for Sustainable 
Consumption and Production (SCP). In a series of workshops and 
conferences we analyze the state of the art in SCP research, and promote 
cases of (radical) sustainable consumption for mobility, agro-food and 
energy use. These areas cause 70-80% of the EU`s environmental impact. 

Co-ordination team:
1. TNO, Delft, Netherlands, dr. Arnold Tukker (project manager)
2. The Centre For Sustainable Design, Farnham, UK, 

prof. Martin Charter
3. Polytechnico di Milano, Indaco, Milan, Italy, Dr. Carlo Vezzoli
4. SIFO, Oslo, Norway, Dr. Eivind Sto, 
5. Riso, Roskilde, Denmark, Dr. Maj Munch Andersen, 
6. Vito, Mol, Belgium, Ir. Theo Geerken, 
7. Econcept, Cologne, Germany, Ass. Prof. Ursula Tischner, 
8. Electricité de France, Clamart, France, Saadi Lahlou

Members:
1. Aarhus School Of Business, Aarhus, Denmark
2. Arc Systems Research – Seibersdorf, Austria
3. Erasmus University – Rotterdam, Netherlands
4. GRAT – Vienna, Austria
5. IIIEE/Lund University, Lund, Sweden
6. INETI/Cendes, Lisbon, Portugal
7. Institut National De La Recherche Agronomique – Paris, France
8. IÖW, Ecological Economics Research Institute, Berlin, Germany
9. IWOe – Hochschule St. Gallen – St. Gallen, Switzerland
10. MERIT – Maastricht, Netherlands
11. NTNU, (Norwegian Technical University) – Trondheim, Norway
12. Spirit Of Creation, London, Uk
13. Sheffield Hallam University – Sheffield, Uk
14. SERI, office Overath, Germany
15. SDS/Dalt, Brussels, Belgium
16. Technical University Delft, Industrial Design Department, Delft, Netherlands
17. Technical University München, München, Germany
18. University Of Groningen – Groningen, Netherlands
19. University Of Tartu – Tartu, Estonia
20. Wuppertal Institute – Wuppertal, Germany

5.LCAの動向（SCOREとSCP)
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生産者

消費者

生活の質

幸福感

機能重視アプローチ（ＦＢＡ）

市場

インフラ

製品・サービス（消費者へ）

製品・サービス（政府へ）

政府

ライフサイクルアプローチ

エコラベル

包括的製品政策（IPP）、環境製品政策（EPP）

グリーン購入

受容性

LCA、LCC、環境効率、ネットワーク

経済 環境 社会

コンセプト

手法

政策

製品サービスシステム（PSS）

価値観

時間利用、ライフスタイル

衣

満足感

生産者

生 産 者
同 士 の
ネ ッ ト ワ
ーク

食

住

移動

学習

余暇

持続可能な消費と生産の研究の枠組み
5.LCAの動向（SCOREとSCP)

持続可能な消費プロジェクト（H15～H17)

・事例の分析と定義
→PSS等

・消費者の受容性を取り入れた
環境効率

・消費者行動の分析
→リバウンド効果

・ライフスタイル全体の評価
→CO2チェッカー

・国際協力
→SCPのオスロ宣言

5.LCAの動向（SCOREとSCP)
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持続可能な
生産と消費

製品ＬＣＡ

エネルギー
システムのＬＣＡ

まちづくり、廃棄物処理、バイオマス利活用
→ 配置、輸送、物質・エネルギーの分配

新エネルギー、ヒートアイランド対策
→ 需給バランス、熱・電気の分配

地域施策に対するＬＣＡ

消費者受容性の評価

環境効率指標の開発

消費行動，エコ・ライフスタイル，エコ意識
→ 受容性定量化，ライフスタイル分析

産業・企業・製品の評価
→ CO2効率評価

環境負荷の小さな社会の実現にむけて・・・

LCA手法の技術・

システムへの適用

LCA手法の生産・

消費への適用

産業・民生・運輸

地方自治体側

消費者側

5.LCAの動向（SCOREとSCP)

１．新ISOの発行（２００６年７月）

２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市
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• マテリアルフローモデルによる最適化評価
2030年2030年

コスト

2020年2020年

2010年2010年

2006年2006年

自動車

橋梁

建築物

容器

電機

・

・

・

欧米

アジア日本 経時的シナリオ

CO2発生量

資源性

人の健康

総
合
的
評
価

＋ Risk評価

FeFe
Al
ﾌﾟﾗ

Cr
Ni
Mn
Mo
Sn
Zn
C
・

自動車自動車

橋梁橋梁

建築物建築物

容器容器

電機電機

・・

・・

・・

自動車自動車

橋梁橋梁

建築物建築物

容器容器

電機電機

・・

・・

・・

素
材
の
製
造

1.鉄鋼を中心とした素材評価プロジェクトの提案

6.最近の関心事（素材の戦略モデル)

2.NEDO調査の成果
2.3 モデルの概要-数学モデル

リサイクル

廃棄

製造

自動車以外

製品製造

化石燃料利用/転換

二次製品一次製品金属鉱物/石灰石

利用
（車）

化石燃料

粉砕

原油精製

発電

R2：Al

R3:Cu

R2

R4:プラ

R6:ｻｲｺﾛ

精錬工程

R5:ゴム

R1:Fe

製品廃棄

・セメント(廃タイヤ)

コークス炉 高炉

電気炉

R1

プレス

R4

自溶炉 転炉

R3

アルミナ製造

再溶解

鉄鉱石/含有物(P,Zn等)

石灰石

石炭 コークス 銑鉄

スラグ
電炉粗鋼

転炉粗
圧延

普通鋼

特殊鋼

鋳物

レアメタル
Cr,Ni,Mo・・

製造
組立

ボーキサイト 電解精錬

アルミニウム再生地金

アルミニウム地金

アルミニウム合金地金

各種アルミニウム製品
アルミニウム板
アルミニウム押出
アルミニウム鋳造品
アルミニウムダイカスト
アルミニウム電線
　他

銅鉱石

アルミナ

Matte 電気銅 電線/伸銅

鉛地金 鉛蓄電池鉛鉱石

プラスチック部品

窓ガラス

タイヤ

プラスチック

ガラス

ゴム

原油

天然ガス

石炭

ナフサ

産業・民生燃料用

輸送燃料用

重油
電力

加工

加工

加工

加工

加工

加工

最終製
品(車）

廃棄(車）有価物等
の回収

ＡＳＲ

サイコロ

自動車
がら

廃タイヤ

バッテリー
エンジン
ミッション

窓ガラス

プラスチック
（バンパーなど）

鉄

選別

プラスチック

ダスト(砂・ガラス）

銅

アルミ

アルミ

鉄

銅R7:そのた

R4

R3

R4

R4

R5

R1

R1

R2

R2

R3

R3

R6

R6

キュポラ

転炉

R5

ワイヤー・
ハーネスなどの銅R3

最終処分

ほぼ輸入している物質

物質

ほぼ資源がない物質

プロセス

R3

手選別

6.最近の関心事（素材の戦略モデル)
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• SOcial VAlue of MATerials
– 発足経緯

• 欧州における素材の誤った評価体系への提言

• 社会・経済・環境の中での素材のあるべき姿を研究

– 現在事前調査事業展開中

• 2006年１月Kick off
– 2007年～2014年の7年間プロジェクト

• 総費用：20～30MEU（30～40億円）申請中

– 現在50企業の参加（鉄鋼が中心）

• 鉄鋼以外にも関連企業が参画

– 非鉄・セメント・ガラス・プラスチック・複合材料・木材

– Europe＋USA＋Canada＋日本にも参加要請有り

– Tell a true and balanced story about the connection between 
materials & society, today & in the future

– Material Flow Analysis（Yale大学）
• EUROFER IPP Project (EU)

国際的な社会評価体系を目指し、SOVAMATとの連携を図る

3. 連携（SOVAMAT）

6.最近の関心事（素材の戦略モデル)

日本日本LCALCA学会食品学会食品研究会の目的と取り組み課題研究会の目的と取り組み課題
（（H17H17--1818年度年度))

研究会の目的：

食に関わるLCA関連の調査を行い、食の原材料生産、調達

から加工、消費に至る課題を摘出し、解決のため取組むべき

テーマを整理する。

取組み課題：

課題①：「食」のライフサイクル全体の環境影響評価

インベントリ分析（積上げ法＋産連表）

課題②：「食」に関する持続可能性を表現する指標開発

食の「価値」を決定する評価軸の検討

評価対象：

食品（単品）の場合と、献立てメニュー（食物）の場合で評価

6.最近の関心事（食品研究会)
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朝食

トースト

目玉焼き

サラダ

ヨーグルト

コーヒー

夕食１ 夕食２ 夕食３

ご飯 ご飯 ご飯

具だくさん
味噌汁

コーンポタージュ ザーサイ肉絲湯

焼き魚 ハンバーグ 鶏とり揚げ

茶わん蒸し
インゲンソテー
人参グラッセ 八宝菜

お浸し ポテトサラダ 果物

果物 果物 ビール

ビール

昼食+おやつ

ラーメン

スープ

果物

茶

ブラマンジェ

献立の設定献立の設定
和風 洋風 中華風

6.最近の関心事（食品研究会)

課題①代表的な食品のインベントリデータ収集課題①代表的な食品のインベントリデータ収集
表１：農産物のCO2排出量（g-CO2/kg-農産物）

小麦 大豆 輸入粗糖 コメ
（玄米）

キャベツ トマト トマト

アメリカ アメリカ タイ 国内 国内 温室 雨よけ

産出国農業 206 197 146 

産出国内輸送等 84 134 38 

海上輸送 94 82 48 

日本国内農業 333 39 758 179 

輸送等 59 152 152 

合計 384 413 232 392 39 910 331 

6.最近の関心事（食品研究会)
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課題①課題① 献立メニューの献立メニューのLCLC--CO2CO2結果まとめ結果まとめ

単位：g-CO2/メニュー

素材（食品）のみ
調理エネ
ルギー

素材＋調理

連関表
のみ

連関表
＋積上げ

連関表
のみ

連関表
＋積上げ

朝食 1,160 1,056 116 1,276 1,172 

昼食 1,706 1,167 773 2,479 1,940 

夕食１（和） 2,060 2,571 637 2,754 3,084 

夕食２（洋） 2,407 5,432 423 2,830 5,855 

夕食３（中） 2,591 2,664 295 2,885 2,958 

6.最近の関心事（食品研究会)

カーボンフットプリント
テスコがCO2表示を表明(2006.12)

6.最近の関心事（食品研究会)
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カーボンオフ
セットの事業
化(2007.09)

6.最近の関心事（食品研究会)

COJ公表資料より引用

6.最近の関心事（食品研究会)

カーボンオフセットの事業化(2007.09)

COJ公表資料より引用
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（表示）
ｶｰﾎﾞﾝ

ﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ

（制度）
ｶｰﾎﾞﾝ
ｵﾌｾｯﾄ

技術的課題

■ＬＣＡが基本手法

■工業製品のLCAは豊富

な事例

■食品のLCAも急速に発展

課題 － 季節変化

－ 地産地消 など

■関係者

・LCA日本フォーラム（産環協）

・日本ＬＣＡ学会食品研究会

－味の素、ハウス食品、山崎製ﾊﾟﾝ、日本製粉、

カゴメ、ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ、ｽｶｲﾗｰｸ など

制度的課題

■単純表示は誤解を招く。

■ｵﾌｾｯﾄ（打消し）の客観性

の保証方法

－データの信憑性

－ｵﾌｾｯﾄ（代金）の行方

■ 関係者

・環境省 ｶｰﾎﾞﾝ･ｵﾌｾｯﾄのあり

方に関する検討会

・経済産業省 ？

・NPO法人日本ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ

6.最近の関心事（食品研究会)

カーボンフットプリントとカーボンオフセットの関係

カーボンフットプリント
英国は工業標準を準備

6.最近の関心事（食品研究会)
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カーボンフットプリント 英国は工業標準を準備

東京大学・産総研包括連携シンポジウム
（国際学術都市を考える）

--持続可能な情報化未来都市・柏の葉の構想--

東京大学と産業技術総合研究所との包括的研究協力協
定に基づいた研究テーマの一つとして、「持続可能な情
報化未来都市・柏の葉」を取り上げる。現在開発が進め
られている柏の葉キャンパス駅周辺に新しい情報技術を
都市の中に配置し、様々な情報を活用することで、持続
可能な都市を構築することを考える。本講演会では、環
境負荷の削減、住民の健康の増進、産業育成、楽しさの
増大等の視点から技術と都市の関係を考える。

日時 平成１９年１０月２６日（金）１３：００－１７：３０

（懇親会１８：００－２０：００）

（東大柏オープンキャンパスと同日：午前の連絡協議会の直後）

場所 東京大学 柏キャンパス 総合研究棟６F会議室

6.最近の関心事（持続可能な情報化未来都市)
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１．新ISOの発行（２００６年７月）

２. エコリーフ（タイプⅢラベル）

３．企業での活用（環境効率とファクター）

４．環境効率に関する研究

５．LCAの動向
日本LCA学会（2004年11月設立）

アジア諸国の活動

UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
European Plat Form on LCA
EuP
OECD,UNEPの資源関連の活動

SCOREと持続可能な消費

６．最近の関心事

素材戦略モデルの構築

食品のLCAと環境効率/金融CSRとCSR金融

持続可能な情報化未来都市

ご静聴
ありがとうございました。


